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一般社団法人 住宅生産団体連合会



（一社）住宅生産団体連合会（住団連）について

住宅生産に係る９つの団体で構成された社団法人として平成４年６月に設立。①住宅生産供給に関す
る政策提言・要望、②住宅生産供給に関する調査・研究、③住宅生産供給に関する国際交流等の事業
活動を実施。
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（一社）プレハブ建築協会 （一社）全国住宅産業協会 （一社）全国中小建築工事業団体連合会
（一社）日本ツーバイフォー建築協会 （一財）住宅生産振興財団 （一社）日本木造住宅産業協会
（一社）リビングアメニティ協会 （一社）新都市ハウジング協会 （一社）輸入住宅産業協会

会員企業

旭化成ホームズ㈱ 住友林業㈱ 積水化学工業㈱ 積水ハウス㈱
大和ハウス工業㈱ トヨタホーム㈱ パナホーム㈱ ミサワホーム㈱
三井ホーム㈱ サンヨーホームズ㈱ スウェーデンハウス㈱ スターツコーポレーション㈱
大成建設㈱ ㈱寺井工務店 ㈱東急ホームズ TOTO㈱
ナイス㈱ 日神不動産㈱ ㈱日本ハウスホールディングス パナソニック㈱
三菱地所ホーム㈱ ㈱ヤマダ・エスバイエルホーム ㈱LIXIL リンナイ㈱
ＹＫＫ ＡＰ㈱
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税制改正要望
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１．住宅税制の抜本的見直しに向けた検討

 住宅に対しては、取得段階で消費税・不動産取得税・登録免許税、保有段階で固定資産税・都市計画税と多岐多
重の課税が行われており、築後５０年間の建物に係る課税総額は建物価格の約３割にも達する。

 住宅政策が「良い住宅を作って・適切に維持管理し・長く使う」というストック型社会の実現を目指す中、住宅取得時
の高額課税が良質な住宅ストックの形成にマイナスの影響を及ぼしている等の問題を抱えていると考えられる。

 消費税率１０％への引上げまでの時間を有効に活用し、消費税の恒久的負担軽減も含めた住宅税制の抜本的見
直しに向けた検討に着手すべきである。
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図１ 住宅の取得・保有への課税 図２ 欧米各国の住宅消費税率 図３ 期間毎の税負担

 米国では４６州で売上税を採用し、住宅は非課税。
 仏国は社会住宅等の税率。
 独国では原材料の消費税額５％程度が住宅原価に算入。
 伊国は奢侈な住宅の税率は１０％。
 加国はオンタリオ州の税率。他の州でも還付制度あり。
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図４ 長期優良住宅の認定率
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２．住宅取得等資金に係る贈与税非課税枠の拡充

 近年の住宅着工は、全体としては消費税率８％への引上げによる落込みから回復しつつあるが、持家については
２６年度、２７年度と２年続けてリーマンショック直後の水準に及ばない状況。

 足元の住宅着工は賃貸住宅で支えられているが、既に空室率の上昇、家賃の下落が指摘されており、今後は賃貸
住宅の着工戸数も減少に向かうものと推測される。

 着実な景気回復を推進するため、将来世代にとっても資産となりうる良質な住宅ストックの整備に向けた活発な民
間住宅投資を誘導するため、住宅取得等資金に係る贈与税非課税枠の拡大（最大２０００万円）を図るべきである。
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図５ 住宅着工の推移 図６ 民間住宅投資の推移 図７ 最近の住宅着工動向（Ｈ２５．９以降）
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図８ 住宅取得資金贈与額 図９ 住宅取得資金贈与の効果
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３．リフォームに係る税制特例措置の拡充

 ３０代を中心とする住宅一次取得層は、所得低下と税負担等の増大により住宅取得が益々困難化。

 新築と比べて少ない負担で良質な住宅を取得できるよう、リフォームに係る税制特例措置の拡充を行い、リフォー
ムや大規模リノベーションを促進すべきである。

① 長期優良住宅化リフォームの要件を満たすリフォームに対する特例措置の拡充（控除額等の拡充）

② 省エネリフォームに関する特例措置の適用要件の緩和（全窓改修要件の緩和）
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図１０ ３０代男性の所得の推移 図１１ 既存住宅＋リフォームと新築の比較 図１２ 既存住宅ストックの省エネ性能

（千円）
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（試算条件）
●築２０年程度、１００㎡程度の木造軸組み２階建て住宅
●通常のリフォームでは以下の工事を実施しない

・２階部分の壁・天井の断熱性向上、開口部のペアガラス
への交換及び耐震補強
・エコ仕様の給湯器への交換

（万円）
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４．住宅用家屋の所有権の保存登記等に係る登録免許税率の軽減の延長

 本制度は、住宅取得時の負担軽減措置
として定着しており、良質な住宅ストック
の形成及び既存ストックの円滑な流通を
確保するため延長継続すべきである。

本 則 軽減措置

① 住宅用家屋の所有権の保存登記 4/1000 1.5/1000

② 住宅用家屋の所有権の移転登記 20/1000 3/1000

③ 住宅取得資金の貸付け等に係る抵当権の設定登記 4/1000 1/1000

５．土地の所有権の移転登記等に係る登録免許税率の軽減の延長

 本制度は、土地の流動化・有効利用の促
進に資するものであり、延長継続すべき
である。

本 則 軽減措置

① 所有権の移転登記 20/1000 15/1000

② 所有権の信託の登記 4/1000 3/1000

６．買取再販で扱われる住宅の取得に係る不動産取得税の軽減措置の延長・拡充

 買取再販における二重の税負担により増大する流通コストは住宅取得者に転嫁され、既存住宅市場の拡大・活性
化を阻害するものであることから、本制度は延長継続すべきである。

 さらに、敷地に係る不動産取得税についても軽減を行うべきである。

住
宅
売
主

住
宅
買
主

買取
再販
業者

不動産取得税
居住用家屋の築年月日に応じ
て課税標準から一定額を控除

登録免許税（移転登記）

不動産取得税

登録免許税（移転登記）
居住用家屋 20/1000→1/1000

建築時期 控除額

H9.4.1以降 １２００万円

H1.4.1～H9.3.31 １０００万円

S60.7.1～H1.3.31 ４５０万円

S56.7.1～S60.6.30 ４２０万円

S51.1.1～S56.6.30 ３５０万円
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７．サービス付き高齢者向け住宅供給促進税制の延長
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 ２０２５年には後期高齢者人口が２１７８万人に達すると見込まれており、これに対応できる高齢者の住まいの確保
は重要な課題。特に大都市圏では高齢者の急激な増加が見込まれており、緊急な対応が不可欠。

 サービス付き高齢者向け住宅のストックはやっと２０万戸を超えた程度であり、その大半が住戸面積２５㎡以下の小
規模なもの。 税目 軽減措置

所得税・法人税 ５年間割増償却 １４％（耐用年数３５年未満 １０％）

固定資産税 ５年間 １／２～５／６の範囲内で軽減（市町村条例による）

不動産取得税 一般新築特例と同等

（万人） （倍） （万戸）

図１３ 首都圏における後期高齢者数の増加予測 図１４ サ付き住宅ストックの推移 図１５ サ付き住宅の住戸専有面積

6,342棟
206,929戸

 高齢期の多様な住まい方に対応可能な高齢者向
け住宅の整備を促進するため、引き続き税制上
のインセンティブが不可欠である。

８．優良宅地等のために土地を譲渡した場合の譲渡所得税の軽減措置の延長

※関東大都市圏における通勤時間１時間以上の勤労者の割合 ３４．３％

税目 軽減措置

所得税 １５％ → １０％

住民税 ５％ → ４％

 住生活基本計画全国計画では、大都市圏における長時間通勤の解消、居住水準の向上
等のため、住宅地供給の必要性が指摘されており、その推進のため本特例措置の継続
が不可欠である。
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予算要望
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 家庭部門における温室効果ガスの削減目標（２０３０年までに２０１３年比で▲３９％）の実現のためにはＺＥＨ化の推
進が不可欠であることから、安倍総理は昨年１１月に開催された未来投資に向けた官民対話において「２０２０年ま
でに新築戸建て住宅の過半をＺＥＨ化する」旨発言。

 他方、断熱性に優れた住宅は居住者の疾病発症や要介護化を抑制する効果があり、健康長寿の実現、社会福祉コ
ストの削減等の観点からも極めて効果的。

 現時点ではＺＥＨに不可欠な省エネ設備は高額であり、「ＺＥＨの普及拡大」と「省エネ設備の製造コスト低下」という
好循環を作り出すため、本事業を継続するとともに十分な予算を確保すべきである。

Ⅰ.  省ＣＯ２社会の実現

１．ＺＥＨ整備支援事業の継続と運用見直し（経済産業省）
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図１６ ＺＥＨ整備計画 図１８ 要介護化の原因疾病 図１９ 住宅断熱化による医療費軽減効果

（千戸）

出典：産業医科大学 松田晋也教授 出典：東京大学村上周三名誉教授
慶應義塾大学伊香賀俊治教授

機 器 費 用

太陽光発電システム １８０万円程度（４～５kW程度）

燃料電池エネファーム １４０万円/台程度（０．７５kW）

蓄電池 １４０万円/台程度（５～６kWh）

表１７ ＺＥＨに必要な省エネ設備機器

２０２０年度（Ｈ３２）に新築住宅の過半
数をＺＥＨとするための計画



 エネルギー基本計画及び日本再興戦略において「２０３０年までにエネファームを５３０万台普及」との目標を掲示。

 昨年度末時点でのエネファームの累計普及台数は１５万台と低迷しており、普及拡大と価格低下の好循環を作り出
すために補助制度を継続すべきである。

経済産業省「水素・燃料電池戦略ロードマップ」
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 家庭部門の省ＣＯ２推進やレジリエンス確保等の観点から、蓄電池を使って太陽光発電による電力を需給に合わせ
て充放電する仕組みを各戸に導入することが効果的。

 太陽光発電機器を搭載した住宅への蓄電池設置を推進するための補助制度を創設すべきである。

 電力需要の少ない時間帯に蓄電し、電力需要の多い時間帯に放電することにより、
電力使用のピークカットを図ることができる。

 余剰買取対象の住宅用（10kW未満）太陽光発電電力については、買取期間が１０年
間に設定されているため、2019年11月以降は買取期間が終了する住宅が大量に発
生し、余剰電力の有効活用が課題。

２．エネファーム設置補助の継続（経済産業省）

３．蓄電池設置補助の創設（経済産業省）

図２０ エネファームの普及状況と価格 図２１ 家庭用蓄電池の活用イメージ

５３０万台

価格
（万円）

普及台数
（万台）

１４０万台
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高気密・高断熱住宅だから

火災・地震・水害などへの安全性が高いから

高齢者等への配慮が良いから

住宅のデザインが気に入ったから

台所の設備・広さが十分だから

住宅の広さが十分だから

間取り・部屋数が適当だから

Ⅱ. 若者に対する住宅取得支援

 ３０代を中心とする住宅一次取得層は、所得低下と税負担等の増大により住宅取得が益々困難化していることを踏
まえ、より少ない負担で良質な住宅を取得できるようにするため、建替え・新築による良質な住宅整備と並行して、
既存ストックの長期優良住宅化を推進する等の取組みが必要。

 このため、以下の対策を実施すべきである。

① 長期優良住宅化リフォームに対する補助事業の継続

② 若者居住促進等の地方自治体の取組みと連携した住宅金融支援機構による金融支援

１．長期優良住宅化等リフォーム推進事業の継続（国土交通省）

２．住宅金融支援機構による金融支援の拡充（国土交通省）
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４．賃貸住宅における省ＣＯ２促進モデル事業の継続（環境省・国土交通省）

 賃貸住宅居住者の省エネ性能に対する意識は概して低いため、省エネ性能の向上に要するコストを家賃に反映す
ることが困難な状況。

 住宅ストックにおける賃貸住宅の割合は戸数で３６％、床面積で１７％を占めており、家庭部門の省ＣＯ２化を推進
するため、本事業を継続すべきである。

図２２ 今の賃貸住宅に決めた理由（設備について）

１．５％高気密・高断熱住宅だから



 高齢者の急激な増加に対応するため、新たな住生活基本計画（全国計画）では「高齢者人口に対する高齢者向け
住宅の割合を２０２５年までに４％にする」とされている。

 サービス付き高齢者向け住宅整備を引続き推進するため、本事業制度を継続すべきである。

Ⅲ.  少子高齢化への対応

 子育てを家族で支え合える三世代同居・近居がしやすい環境づくりを推進するため、三世代同居住宅の整備に対す
る補助を継続するとともに、適用要件を緩和すべきである。

2.09

1.99

1.84

1.7

1.8

1.9

2

2.1

2.2

同居 近居 別居

図２３ 子育て世代が考える理想の家族の住まい方 図２４ 母親との同・近・別居別の出生児数

１．三世代同居住宅の建設に対する補助の継続・拡充（国土交通省）

（人）

２．サービス付き高齢者向け住宅整備事業の継続（国土交通省）
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図２５ 単身高齢者の推移 図２６ 首都圏における後期高齢者の増加 図２７ サ付住宅の整備状況
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 ２０２０年の住宅に対する省エネ基準適合義務化が着実に実施されるよう、中小事業者の技術力向上支援を継続・
拡充すべきである。

 リフォーム市場拡大には現場の状況に柔軟に対応できる高度な建築技能者が不可欠であるが、若年者の新規参
入の激減により大工をはじめとする建設技能者の絶対数の不足と高齢化が早急に対応すべき問題となっている。

 若い技能者や後継者の育成を推進するため、建築技能者の育成支援制度を拡充すべきである。

 地域の中小工務店の技術力向上、良質な木造住宅の生産体制の維持・拡充、長期優良住宅等の良質な住宅整備
に向けた取り組みを引続き促進するため、本支援制度を継続すべきである。

Ⅳ. 中小事業者支援

１．地域型住宅グリーン化事業に対する支援制度の継続（国土交通省）

２．建築技能者及び後継者育成のための支援の拡充（国土交通省）
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図２８ 大工就業者数の推移

３．住宅の省エネ基準適合義務化に向けた中小事業者支援の拡充 （国土交通省）

（万人）
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新耐震後, 
3700

新耐震以前, 

1500

耐震性あり, 

3700

耐震性あり, 
600

耐震性なし, 
900

Ⅴ. 安全・安心なまちづくりの推進

 耐震化の目標（平成３２年度までの耐震化率９５％）を達成するためには、毎年１００万戸のペースで建替えや耐震
改修を行うことが必要。

 全ての地方自治体が住宅・建築物の耐震診断、耐震改修等により積極的に取り組むよう、建替えや除去への補助
も含め、耐震化促進対策の一層の拡充を図るべきである。

表２９ 最近の大規模地震による住宅被害 図３０ 住宅耐震化の現状と目標

出典：内閣府、消防庁ほか

耐震改修 ５０万戸（７万戸/年）

建替・新築 ６５０万戸（９３万戸/年）

全壊（棟） 半壊（棟）

熊本地震 （H28.4） ８９,１９８ ２９,７６１

中越地震 （H16.10） ３,１７５ １３,８１０

阪神大震災 （H7.1） １０４,９０６ １４４,２７２

１．住宅の耐震化促進対策の推進（国土交通省）

新耐震後, 
4350

新耐震以前, 

900

耐震性あり, 

4350

耐震性あり, 

650

耐震性なし, 
250
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２０１３年 ２０２０年

Ⅵ. ＩｏＴ等の先端技術を活用した住生活の向上

１．ＩoＴ等の先端技術を活用した住宅に対する支援制度の創設（経済産業省・国土交通省）

 ＩｏＴ等先端技術の活用により、より豊かな住生活を実現するため、これら先端技術を活用した住宅整備や住生活
サービスの提供等に係る先導的事業に対する支援制度を創設すべきである。


